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そ

者は増加しています。

の

Ａ：成果があがった

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

図書

種

館広域利用事業

社会教

類

育部　中央図書館

00 ハ－xxxxxx－xx ー0000 ○ ●

13 市民

ド

の視点に立ち、成果を

ソ

重視した行政経営を展

フ

開するために
行政改革

ト

の
01 市民の視点に立

根

ち、成果を重視した行

拠

政経営を展開するため

法

に
位置付け

03 広域的

令

な視点によるまちづく

等

り

         対     ～ 平成２２象 年度

□ □ □ □

周辺自治

・

体との相互利用を進め

受

ることにより、広域的

益

な図書館 図書館の広域

者

利用を推進するため、

事

周辺自治体との図書館

業

相互
の利用が図られ、

期

市民への図書利用サー

間

ビスが向上しています

委

利用を進めます。
。

協

託

定締結自治体数 市町

平

、

塚市民が隣接する市町

協

の図書館の利用登録が

働

できるように、周辺自

【

治体と協定締結

6 6 7

委

-

6 6

- -

- - - -

広

託

域利用登録者数（累計

：

） 人

協定締結による利

3

用登録者数

22,50

セ

0 24,000 23,

ク

500 -

22,648

・

23,983

- -

- -

財

- -

①：予定どおり

寒

団

川町との相互利用に向

企

けて協議調整しました

業

が、すぐには相互利用

Ｎ

できる状況ではない旨

Ｐ

の回答がありました。

Ｏ

なお、広域利
用の登録



2 頁

位

）

0 0 0 0 0 0 0

0 0

施

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

策

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

へ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0.00 0.0

貢

0 0.00

0.00 0

献

.20 0.15 0.2

高

0 0.20 0.00 0

市

.00

0.00 0.0

民

0 0.00 0.00 0

満

.00 0.00 0.0

足

0

0 1,679 1,2

度

54 1,652 1,6

を

52 0 0

0 1,679

高

1,254 1,652

め

1,652 0 0

● ○ ○

る

○ ○ ○ ○

図書館の広域

方

利用を推進し、寒川町

策

の図書館が利用できる

業

ようになることで、利

有

用者サービスの向上が

効

図られます。しかし、

性

現
状では寒川町との協

継

議が整わず、協定締結

続

の目処が立ちません。

に

事業の完了年度を設定

よ

できないため、計画事

る

業とは位置付けず
に事

成

務事業として継続して

果

いきます。

寒川町と相

向

互利用協定を締結のた

上

め、継続して協議調整

の

します。

図書館の広域

可

利用を推進するために

能

、寒川町との相互利
用

性

に向けて、協議調整し

低

、協定を締結しようと

そ

考えてい
ます。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

利用できる図書館が増

出

えることは、利用者の

総

利便性向上
●■ につな

合

がるものとして必要で

評

す。

■ ○
□
□ 図書館の

価

広域利用の推進により

市

、多くの人が他の市町

民

の
●■ 図書館を利用し

ニ

てサービスを受けてい

ー

ます。

■ ○
□
■ 市民の

ズ

生涯学習支援のために

高

も、図書館の情報提供

事

機能
●

□ の充実は必要

業

であり、そのためにも

目

広域利用の妥当性は
○

的

■ 高いものと判断され

の

ます。
○

□
■ 図書館同

達

士の貸し借りではなく

成

、直接利用者が他の市

状

町
●

□ の図書館に行き

況

貸出を受けています。

必

○
□

○
□

現状では寒川

要

町との協議が整わず、

性

協定締結の目処が立っ

市

ていません。しかし、

の

利用者サービス向上の

関

一環として、図書館の

与

こ
う言い利用を推進す

の

るため、寒川町との相

必

互利用に向けて継続し

要

て協議調整します。

相

性

互利用に向けて相互利

低

用に向けて相互利用協

事

定の協（相互利用に向

そ

け

協議調整・相互利協

の

議調整・相互利議調整

他

、締結・相て協議調整

上

・相互

用 用 互利用 利用



1 頁

そ

町で行い
ました。

Ａ：

の

成果があがった

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

消防

種

組織広域化事業

消防本

類

部　消防総務課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

13 市民の

ド

視点に立ち、成果を重

ソ

視した行政経営を展開

フ

するために
行政改革の

ト

01 市民の視点に立ち

根

、成果を重視した行政

拠

経営を展開するために

法

位置付け
03 広域的な

令

視点によるまちづくり

等

市民・職員      対         ～ 象 平成２２年度

□ □ □ □

・

県の示す消防広域化推

受

進計画に基づき、消防

益

組織の広域化を検 広域

者

的な視点によるまちづ

事

くりを推進するため、

業

県をはじめ、
討します

期

。 近隣自治体と消防組

間

織の広域化について検

委

討を進めます。

- -

-

託

- - -

- -

- - - -

消

、

防組織の広域化の検討

協

進捗度 %

対象自治体に

働

よる広域化の検討割合

【

（平成20年度：20

委

％、平成21年度：2

託

0％、平成22年度：

：

20％、平成
23年度

3

：20％、平成24年

セ

度：20％で平成24

ク

年度末まで検討）

20

・

40 60 80 100

2

財

0 100

- ％

- - - -

団

①：予定どおり

湘南地

企

区における消防の広域

業

化に関する検討を鎌倉

Ｎ

市、藤沢市、茅ヶ崎市

Ｐ

、寒川町、大磯町、二

Ｏ

宮町、平塚市の４市３
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位

150 0 0 0

○ ○ ○ ○

施

○ ● ○

湘南地区の消防

策

の広域化に関する検討

へ

委員会（鎌倉市、藤沢

の

市、茅ヶ崎市、寒川町

貢

、大磯町、二宮町、平

献

塚市）において協議し

高

てきましたが、広域化

市

実現に伴う課題や調整

民

を必要とする事項が数

満

多くあることから４市

足

３町での広域化は困難

度

であるという結
論に達

を

しました。４市３町で

高

の消防組織広域化の検

め

討は終了しますが、今

る

後も業務のあり方等に

方

ついて情報交換をして

策

いきます
。

メリット及

業

び課題が見えてきたた

有

めブロック内各市町の

効

動向を見つつ今後の判

性

断をしていきます。

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民サービスの向上の

出

ため県が示した消防広

総

域化推進計
●□ 画に則

合

り、消防広域化を検討

評

する必要があります。

価

■ ○
□
□ 消防の広域化

市

により、消防力の強化

民

が図られ市民サービ
●

ニ

■ スの向上になります

ー

。

□ ○
□
■ 消防広域化

ズ

によるメリットや課題

高

を検討し、広域化が妥

事

○
■ 当なのか協議しま

業

す。
●

□
○

□
□ 将来的

目

なコスト削減は図られ

的

るものと思うが、当初

の

のコ
○

■ ストは上がる

達

ものと思われます。
●

成

□
○

□

４市３町での消

状

防広域化は様々な課題

況

を解決する必要があり

必

ます。

事前協議 検討委

要

員会の開催法定協議会

性

等の設

置

0 0 0 0 0 0

市

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

の

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

関

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

与

0 0 0 0 0 0

0.00

の

0.00 0.00

0.

必

00 0.65 1.60

要

1.35 0.00 0.

性

00 0.00

0.00

低

0.00 0.00 0.

事

00 0.00 0.00

そ

0.00

0 5,455

の

13,370 11,1

他

50 0 0 0

0 5,45

上

5 13,370 11,



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

債権

種

徴収広域連携事業

総務

類

部　市税総務課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

13 市民の

ド

視点に立ち、成果を重

ソ

視した行政経営を展開

フ

するために
行政改革の

ト

01 市民の視点に立ち

根

、成果を重視した行政

拠

経営を展開するために

法

位置付け
03 広域的な

令

視点によるまちづくり

等

職員         対      ～ 平成２象 １年度

□ □ □ □

平塚県

・

税事務所と平塚市、秦

受

野市、伊勢原市、大磯

益

町及び二宮 債権徴収事

者

務の広域連携を図るた

事

め、近隣自治体と協力

業

して合
町が相互に協力

期

して、債権徴収事務の

間

広域連携が図られてい

委

ま 同徴収対策事務の実

託

施に向けた検討を行い

、

ます。
す。

検討会議の

協

開催回数 回

徴収対策連

働

絡協議会において、合

【

同徴収対策に関する調

委

査や研究を行います。

託

4 4

4 3

- -

- -

報告

：

書作成部数 部

報告書の

3

作成部数

1 1

1 1

- -

セ

- -

②：若干遅れてい

ク

る

近隣自治体との調整

・

がつかなかったため

徴

財

収対策連絡協議会にお

団

いて、合同徴収対策に

企

関する調査や研究を行

業

う検討会を３回行いま

Ｎ

した。

Ａ：成果があが

Ｐ

った

Ｏ



2 頁

位

2 0.00 0.00 0

施

.00

0.00 0.0

策

0 0.00 0.00 0

へ

.00 0.00 0.0

の

0

0 840 168 16

貢

6 0 0 0

0 840 16

献

8 166 0 0 0

● ○ ○

高

○ ○ ○ ○

現在は滞納整

市

理に向けた検討会の開

民

催を継続するだけで、

満

広域連携に向けた組織

足

作りへの発展は当面見

度

込めないため、事務事

を

業
とします。今後、組

高

織作りが具体化された

め

段階で、行革事業とし

る

て位置づけます。

引き

方

続き広域連携をするこ

策

とにより、職員の徴収

業

技術の向上や情報の共

有

有化を図ります。また

効

、県市町共通の滞納者

性

に対する滞
納整理方針

継

等についての検討や合

続

同滞納整理等について

に

協議します。規模につ

よ

いては、現状の最小限

る

の規模で継続していき

成

ます
。

県市町共通の滞

果

納者の徴収対策の効率

向

化のために必要な
事業

上

であり、引き続き調査

の

研究を進めるため、現

可

状の規
模で継続してい

能

きます。

性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

債権徴収事務を効果的

出

に推進していくために

総

県・市町の
●□ 連携を

合

図ります。

□ ○
□
□ 事

評

業の継続により県と市

価

町の職員が調整して合

市

同滞納整
●□ 理等につ

民

いて協議します。

■ ○

ニ

□
■ 県市町共通の滞納

ー

者に対する滞納整理方

ズ

針等について検
○

□ 討

高

します。
●

□
○

□
□ 広

事

域連携をすることによ

業

り、情報の共有化、職

目

員の徴収
○

□ 技術の向

的

上を図ります。
●

□
○

の

■

職員の徴収技術の向

達

上や情報の共有化を図

成

り、県市町共通の滞納

状

者に対する滞納整理方

況

針や合同滞納整理等を

必

協議する検討会を
開催

要

します。

徴収対策連絡

性

協議徴収対策連絡協議

市

徴収対策連絡協議

会へ

の

の参加、合同会への参

関

加、合同会への参加、

与

合同

徴収対策に関する

の

徴収対策に関する徴収

必

対策に関する

調査・研

要

究 調査・研究 調査・研

性

究

0 0 0 0 0 0 0

0 0

低

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

事

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

そ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0.00 0.0

他

0 0.00

0.00 0

上

.10 0.02 0.0
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